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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液滴を吐出するためのエネルギーを発生させる複数のエネルギー発生素子と、前記複数
のエネルギー発生素子へ液体を供給するための液体供給口と、を有し、前記液体供給口を
間に挟んで両側に前記複数のエネルギー発生素子が配列された液体吐出ヘッド用基板と、
　前記複数のエネルギー発生素子と対向する位置に設けられて液滴を吐出する複数の吐出
口を有し、該複数の吐出口からなる吐出口列が設けられた吐出口形成部材と、を備え、
　前記液体吐出ヘッド用基板と前記吐出口形成部材との間に、前記液体供給口と前記複数
の吐出口を連通させるための流路が設けられ、
　前記吐出口形成部材には、前記液体供給口に対向する位置に、前記液体吐出ヘッド用基
板に向かって突出され、前記吐出口の配列方向に沿って延ばされた梁状突起が設けられた
液体吐出ヘッドであって、
　前記梁状突起の、前記吐出口の前記配列方向における中央部は、前記吐出口の配列方向
に直交する断面積が、前記配列方向における両端部の前記断面積よりも大きいことを特徴
とする液体吐出ヘッド。
【請求項２】
　前記梁状突起は、１つの前記液体供給口に対して１つ設けられている、請求項１に記載
の液体吐出ヘッド。
【請求項３】
　前記複数の吐出口が配列された２つの吐出口列を有し、該２つの吐出口列に沿って２つ
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の前記梁状突起が設けられ、
　前記２つの梁状突起のうち、一方の梁状突起は、前記吐出口の配列方向における中央部
の前記断面積が相対的に大きく、他方の前記梁状突起は、前記吐出口の配列方向に対して
前記断面積が一定である、請求項１に記載の液体吐出ヘッド。
【請求項４】
　前記梁状突起は、１つの前記液体供給口に対して２つ設けられている、請求項１に記載
の液体吐出ヘッド。
【請求項５】
　前記２つの梁状突起は、前記吐出口の配列方向における前記梁状突起の端部と、該端部
に最も近い前記吐出口との間の距離が等しい、請求項４に記載の液体吐出ヘッド。
【請求項６】
　前記２つの梁状突起のうち、一方の梁状突起は、前記吐出口の配列方向における中央部
の前記断面積が相対的に大きく、他方の前記梁状突起は、前記吐出口の配列方向に対して
前記断面積が一定である、請求項４に記載の液体吐出ヘッド。
【請求項７】
　液滴を吐出するためのエネルギーを発生させる複数のエネルギー発生素子と、前記複数
のエネルギー発生素子へ液体を供給するための液体供給口と、を有し、前記液体供給口を
間に挟んで両側に前記複数のエネルギー発生素子が配列された液体吐出ヘッド用基板と、
　液滴を吐出する複数の吐出口が、前記エネルギー発生素子と対向して配列された吐出口
形成部材と、を備え、
　前記液体吐出ヘッド用基板と前記吐出口形成部材との間に、前記液体供給口と前記複数
の吐出口とを連通させる流路が設けられ、
　前記吐出口形成部材は、前記液体供給口に対向する位置に、前記液体吐出ヘッド用基板
に向かって突出され、前記吐出口の配列方向に沿って延ばされた梁状突起と、前記梁状突
起から前記吐出口形成部材の主面と平行に延ばされると共に前記液体吐出ヘッド用基板と
接するように突出された複数の補強リブと、を有し、前記複数の補強リブが、前記吐出口
の配列方向に沿って設けられた液体吐出ヘッドにおいて、
　前記吐出口の配列方向における前記梁状突起の中央部では、前記吐出口のピッチ当たり
に占める前記補強リブの体積が、前記吐出口の配列方向における前記梁状突起の両端部よ
りも大きいことを特徴とする液体吐出ヘッド。
【請求項８】
　前記吐出口の配列方向における前記梁状突起の中央部に配置された前記補強リブは、前
記梁状突起から延びる前記補強リブの長さが、前記配列方向における前記梁状突起の両端
部に配置された前記補強リブよりも長い、請求項７に記載の液体吐出ヘッド。
【請求項９】
　前記吐出口の配列方向における前記梁状突起の中央部に配置された前記補強リブは、前
記配列方向に平行な、前記補強リブの断面積が、前記配列方向における前記梁状突起の両
端部に配置された前記補強リブの幅よりも大きい、請求項７に記載の液体吐出ヘッド。
【請求項１０】
　前記吐出口の配列方向における前記梁状突起の中央部に配置された前記補強リブは、前
記配列方向に対する前記補強リブのピッチが、前記配列方向における前記梁状突起の両端
部に配置された前記補強リブよりも小さい、請求項７に記載の液体吐出ヘッド。
【請求項１１】
　前記補強リブは、前記梁状突起を間に挟んで両側からそれぞれ延ばされ、
　前記両側に配された前記補強リブのうち、一方側の補強リブは、前記吐出口の配列方向
における前記梁状突起の中央部に設けられた補強リブの面積が大きく、他方側の補強リブ
は、前記配列方向に対するピッチが均一である、請求項７に記載の液体吐出ヘッド。
【請求項１２】
　液滴を吐出するためのエネルギーを発生させる複数のエネルギー発生素子と、前記複数
のエネルギー発生素子へ液体を供給するための複数の液体供給口と、を有し、前記複数の
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液体供給口が配列された、前記液体供給口の列を間に挟んで両側に前記複数のエネルギー
発生素子が配列された液体吐出ヘッド用基板と、
　液滴を吐出する複数の吐出口が、前記複数のエネルギー発生素子と対向して配列された
吐出口形成部材と、を備え、
　前記吐出口形成部材と前記液体吐出ヘッド用基板との間に、前記液体供給口と前記複数
の吐出口とを連通させる流路が設けられ、
　前記吐出口形成部材には、前記液体供給口の列において、前記液体供給口の間に、前記
液体吐出ヘッド用基板に向かって突出する複数の柱状突起が設けられた、
液体吐出ヘッドにおいて、
　前記吐出口の配列方向における中央部に配された前記柱状突起は、断面積が、前記配列
方向における両端部に配された前記柱状突起よりも大きいことを特徴とする液体吐出ヘッ
ド。
【請求項１３】
　前記吐出口形成部材は、複数の液体供給口の列を有し、
　前記複数の液体供給口の列は、
　前記複数の柱状突起のうち、前記吐出口の配列方向における中央部に配された前記柱状
突起の断面積が、前記配列方向における両端部に配された前記柱状突起よりも大きい、液
体供給口の列と、
　前記複数の柱状突起の断面積が前記吐出口の配列方向に沿って等しい、液体供給口の列
と、を有している、請求項１２に記載の液体吐出ヘッド。
【請求項１４】
　前記液体吐出ヘッド用基板には、前記複数の液体供給口が、前記吐出口の配列方向に沿
って配列されると共に、前記液体供給口の列を間に挟んで両側に前記複数のエネルギー発
生素子が配列され、
　前記吐出口形成部材には、前記液体供給口の列において、前記液体供給口の間に、前記
液体吐出ヘッド用基板に向かって突出する複数の柱状突起が設けられ、
　前記吐出口の配列方向における中央部に配された前記柱状突起は、断面積が、前記配列
方向における両端部に配された前記柱状突起よりも大きい、請求項１ないし１１のいずれ
か１項に記載の液体吐出ヘッド。
【請求項１５】
　前記吐出口の配列方向における前記梁状突起の中央部は、前記液体吐出ヘッド用基板に
向かって突出する突出量が、前記配列方向における両端部よりも大きい、請求項１ないし
１１のいずれか１項に記載の液体吐出ヘッド。
【請求項１６】
　前記梁状突起には、前記吐出口の配列方向に沿って溝が形成されている、請求項１に記
載の液体吐出ヘッド。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インク等の液体を吐出するための液体吐出ヘッドに関する。
【背景技術】
【０００２】
　インクジェットプリンタでは、記録速度の高速化・高画質化の要望が日々高まっており
、記録ヘッドの高密度化・長尺化が進んでいる。記録ヘッドのドット密度が、従来の６０
０ｄｐｉから１２００ｄｐｉへ高密度化させることに伴って、インクの流路を構成する流
路壁の断面積が減少し、吐出口形成部材の機械的強度が低下する傾向にある。このため、
応力によって吐出口形成部材に変形が生じ易い懸念が高まっている。また、複数の吐出口
の配列方向における両端部に比べて吐出口形成部材の体積が少ない、吐出口の配列方向の
中央部では、応力に対して剛性が相対的に低くなる。そのため、記録ヘッドが長尺化され
ることに伴って、吐出口の配列方向における中央部が応力の影響を受け易い状態となって
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おり、吐出口形成部材に変形が生じる懸念がある。吐出口形成部材に変形が生じた場合、
吐出口が変形し、吐出口から液滴を所望の位置に安定的に着弾させることが困難になる。
その結果、記録物の記録品位を低下させてしまう。
【０００３】
　このような吐出口形成部材の変形を抑える対策として、特許文献１に開示されている構
成では、吐出口形成部材の、インク供給口と対向する位置に、梁状突起が設けられること
で、吐出口形成部材の剛性が高められている。吐出口形成部材の剛性を高めることで、吐
出口形成部材及び吐出口の変形を抑制する効果が得られる。
【０００４】
　また、特許文献２に開示されている構成では、梁状突起から、吐出口に向かって延ばさ
れ液体吐出ヘッド用基板と接する補強リブが、梁状突起と一体に形成されることで、外力
に対する剛性を高めて、吐出口形成部材及び吐出口の変形の抑制が図られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０００－１５８６５７号公報
【特許文献２】特開２００７－２８３５０１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、特許文献１に開示された構成には、以下のような課題がある。吐出口形
成部材は、吐出口の配列方向における中央部では、両端部に比べて、吐出口形成部材が占
める体積が相対的に少なく、中央部に変形が生じ易い懸念がある。この懸念は、吐出口形
成部材の長尺化に伴ってより一層顕著になって現れる。これは、吐出口形成部材に梁状突
起が設けられた場合、剛性が吐出口形成部材全体で均一に高められるので、吐出口の配列
方向における両端部と中央部との剛性の差に起因する懸念が残ったままだからである。
【０００７】
　また、吐出口形成部材の変形が生じないように梁状突起の体積を十分に大きくした場合
、剛性が相対的に低い部分、すなわち液体吐出ヘッド用基板と吐出口形成部材との界面に
、応力が作用する位置が移ってしまう。その結果、液体吐出ヘッド用基板から吐出口形成
部材が剥がれる等の懸念が生じてしまうので、記録物の記録品位が低下する問題を解消す
ることができない。
【０００８】
　また、特許文献２に開示された構成の場合、以下のような課題がある。補強リブを有す
る構造であっても、依然として、吐出口形成部材は、吐出口の配列方向における両端部に
比べて、配列方向における中央部の体積が少なく、中央部に変形が生じ易い傾向にある。
この傾向は、吐出口形成部材の長尺化に伴って、より一層顕著に現れる。吐出口形成部材
の長尺化に伴って、より一層顕著に生じる、吐出口の配列方向における中央部の変形が生
じ易い傾向に関しては、特許文献２に開示された構成では、解消できない。
【０００９】
　そこで、本発明は、吐出口形成部材の吐出口の配列方向における中央部に局所的な変形
が生じることを抑制し、吐出動作の信頼性を保つことができる液体吐出ヘッドを提供する
ことを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上述した課題を達成するために、本発明に係る液体吐出ヘッドは、液滴を吐出するため
のエネルギーを発生させる複数のエネルギー発生素子と、複数のエネルギー発生素子へ液
体を供給するための液体供給口と、を有し、液体供給口を間に挟んで両側に複数のエネル
ギー発生素子が配列された液体吐出ヘッド用基板と、
　複数のエネルギー発生素子と対向する位置に設けられて液滴を吐出する複数の吐出口を
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有し、複数の吐出口からなる吐出口列が設けられた吐出口形成部材と、を備える。
【００１１】
　液体吐出ヘッド用基板と吐出口形成部材との間に、液体供給口と複数の吐出口を連通さ
せるための流路が設けられる。吐出口形成部材には、液体供給口に対向する位置に、液体
吐出ヘッド用基板に向かって突出され、吐出口の配列方向に沿って延ばされた梁状突起が
設けられる。そして、梁状突起の、吐出口の前記配列方向における中央部は、吐出口の配
列方向に直交する断面積が、前記配列方向における両端部の前記断面積よりも大きいこと
を特徴とする。
【００１２】
　以上のように構成された本発明に係る液体吐出ヘッドは、吐出口の配列方向における中
央部の梁状突起の断面積が、吐出口の配列方向の両端部に比べて大きくされ、梁状突起の
断面積を吐出口の配列方向の位置に応じて変えることにより、吐出口形成部材の剛性を部
分的に向上されている。これにより、応力が吐出口形成部材全体に分散し、応力によって
吐出口形成部材及び吐出口が変形することが抑制される。
【００１３】
　また、本発明に係る他の液体吐出ヘッドは、液滴を吐出するためのエネルギーを発生さ
せる複数のエネルギー発生素子と、複数のエネルギー発生素子へ液体を供給するための液
体供給口と、を有し、液体供給口を間に挟んで両側に複数のエネルギー発生素子が配列さ
れた液体吐出ヘッド用基板と、
　液滴を吐出する複数の吐出口が、エネルギー発生素子と対向して配列された吐出口形成
部材と、を備える。
【００１４】
　液体吐出ヘッド用基板と吐出口形成部材との間に、液体供給口と複数の吐出口とを連通
させる流路が設けられる。吐出口形成部材は、液体供給口に対向する位置に、液体吐出ヘ
ッド用基板に向かって突出され、吐出口の配列方向に沿って延ばされた梁状突起と、梁状
突起から吐出口形成部材の主面と平行に延ばされると共に液体吐出ヘッド用基板と接する
ように突出された複数の補強リブと、を有し、複数の補強リブが、吐出口の配列方向に沿
って設けられる。そして、吐出口の配列方向における梁状突起の中央部では、吐出口のピ
ッチ当たりに占める補強リブの体積が、吐出口の配列方向における梁状突起の両端部より
も大きいことを特徴とする。　また、本発明に係る他の液体吐出ヘッドは、液滴を吐出す
るためのエネルギーを発生させる複数のエネルギー発生素子と、複数のエネルギー発生素
子へ液体を供給するための複数の液体供給口と、を有し、複数の液体供給口が配列された
、液体供給口の列を間に挟んで両側に複数のエネルギー発生素子が配列された液体吐出ヘ
ッド用基板と、
　液滴を吐出する複数の吐出口が、複数のエネルギー発生素子と対向して配列された吐出
口形成部材と、を備える。吐出口形成部材と液体吐出ヘッド用基板との間に、液体供給口
と複数の吐出口とを連通させる流路が設けられる。吐出口形成部材には、液体供給口の列
において、液体供給口の間に、液体吐出ヘッド用基板に向かって突出する複数の柱状突起
が設けられる。そして、吐出口の配列方向における中央部に配された柱状突起は、断面積
が、前記配列方向における両端部に配された柱状突起よりも大きいことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、応力による変形が生じ易い、吐出口の配列方向における吐出口形成部
材の中央部に関して、断面積を両端部よりも大きくすることで、吐出口形成部材の剛性を
部分的に高めることができる。変形が生じ易い部分の剛性を高めることで吐出口形成部材
にかかる応力をノズルチップ全面に分散させることが可能になる。応力を分散させること
で吐出口形成部材の変形及び吐出口の変形、吐出口形成部材の剥がれなどの発生を抑制す
ることが可能になる。その結果、液体吐出装置において、高品位な吐出動作を保つことが
できる。
【図面の簡単な説明】
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【００１６】
【図１】本実施形態のインクジェット記録ヘッドの基本構造について、一般的なノズルチ
ップを有する構成を用いて説明するための斜視図であり、（ａ）がノズルチップを示す斜
視図、（ｂ）がインクジェット記録ヘッドを示す斜視図である。
【図２】実施形態の代表的な構造を示す平面図である。
【図３】実施形態の効果を説明する図であって、（ａ）が従来の吐出口形成部材が応力に
よって変形する状態を示す平面図、（ｂ）が従来の吐出口形成部材が応力によって変形す
る状態を（ａ）におけるａ－ａ’線に沿って示す断面図である。（ｃ）が、実施形態の吐
出口形成部材が応力による変形が抑えられた状態を示す平面図、（ｄ）が、実施形態の吐
出口形成部材が応力による変形が抑えられた状態を（ｃ）におけるｂ－ｂ’線に沿って示
す断面図である。
【図４】第１の実施形態において、１つのインク供給口に対して１つの梁状突起が設けら
れた構成例を示す透視平面図である。
【図５】第２の実施形態において、１つのインク供給口に対して２つの梁状突起が設けら
れた構成例を示す透視平面図であり、全ての吐出口から最も近い梁状突起の端部までの距
離に関して制約が無い場合の構成例を示す透視平面図である。
【図６】第２の実施形態において、１つのインク供給口に対して２つの梁状突起が設けら
れた構成例を示す透視平面図であり、全ての吐出口から最も近い梁状突起の端部までの距
離が同一である場合の構成例を示す透視平面図である。
【図７】第３の実施形態において、梁状突起から吐出口に向かって延ばされて記録ヘッド
用基板と接触する補強リブを有する構成の一例の一部を示す透視平面図である。
【図８】第４の実施形態において、ドット密度が１２００ｄｐｉの構成の一例の一部を示
す透視平面図である。
【図９】第５の実施形態を示す図であり、（ａ）、（ｂ）が、１つのインク供給口に対し
て１つの梁状突起が設けられた構成において、２つの吐出口列の一方側のみに本発明を適
用した構成を示す透視平面図である。（ｃ）、（ｄ）が、１つのインク供給口に対して２
つの梁状突起が設けられた構成において、２つの吐出口列の一方側のみに本発明を適用し
た構成を示す透視平面図である。（ｅ）、（ｆ）が、補強リブを有する構成において、２
つの吐出口列の一方側のみに本発明を適用した構成を示す透視平面図である。
【図１０】第６の実施形態において、独立供給口と柱状突起が設けられた構成を示す図で
ある。（ａ）、（ｄ）が、３つの独立供給口列が設けられた構成、（ｂ）、（ｅ）が、５
つの独立供給口列が設けられた構成、（ｃ）が、（ａ）におけるｃ－ｃ‘線に沿った断面
図である。
【図１１】第７の実施形態において、同一のインクジェット記録ヘッドに複数のインク供
給口が設けられた構成において、（ａ）、（ｂ）が、１つのインク供給口に対して１つの
梁状突起が設けられた構成の一例の一部を示す透視平面図である。（ｃ）、（ｄ）が、１
つのインク供給口に対して２つの梁状突起が設けられた構成の一例の一部を示す透視平面
図である。（ｅ）、（ｆ）が、補強リブを有する構成の一例の一部を示す透視平面図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の実施形態について図面を参照して説明する。
【００１８】
　実施形態の液体吐出ヘッドとして、インクを吐出するインクジェット記録ヘッド（以下
、記録ヘッドと称する）について説明する。
【００１９】
　記録ヘッドは、プリンタ、複写機、通信システムを有するファクシミリ、プリンタ部を
有するワードプロセッサなどの装置、各種処理装置と複合的に組み合わせた産業記録装置
等に搭載可能である。そして、この記録ヘッドを用いることによって、紙、糸、繊維、皮
革、金属、プラスチック、ガラス、木材、セラミックスなどの種々の被記録材に記録を行
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うことができる。
【００２０】
　本明細書内で用いられる「記録」とは、文字や図形などを被記録材に対して付与するこ
とだけでなく、パターンなどの意味を持たない画像を付与することも意味することとする
。
【００２１】
　さらに「インク」とは広く解釈されるべきものであり、被記録材上に付着させることに
よって画像、模様、パターン等の形成や、被記録材の加工、或いはインクまたは被記録材
の処理に供される液体を含むものとする。ここで、インクまたは被記録材の処理としては
、例えば、被記録材に付着させるインク中の色材の凝固または不溶化による定着性の向上
や、記録品位または発色性の向上、画像耐久性の向上などのことを指す。
【００２２】
　本実施形態の記録ヘッドの基本構造について、説明の便宜上、一般的な構造のノズルチ
ップを一列として説明する。
【００２３】
　本発明の特徴に関連する記録ヘッドの要部の構造については、図２以降を参照して説明
する。
【００２４】
　図１（ａ）は、一般的なノズルチップ６を示した斜視図である。実施形態の記録ヘッド
５は、エネルギー発生素子１２を有する液体吐出ヘッド用基板としての記録ヘッド用基板
３と、記録ヘッド用基板３の上に形成される吐出口形成部材１とによって、ノズルチップ
６が構成されている。吐出口形成部材１は、エネルギー発生素子１２が設けられた記録ヘ
ッド用基板３の面と対向する対向部を貫通して設けられた複数の貫通孔を有している。こ
のような吐出口形成部材１は、樹脂材料によって構成されており、複数の貫通孔が、フォ
トリソグラフィー技術やエッチング技術を用いて一括して設けられている。
【００２５】
　ここで、吐出口形成部材１には、エネルギー発生素子１２が設けられた記録ヘッド用基
板３の主面と対向する位置に開口された液室と、インクを吐出する側に設けられた吐出口
とを連通させることによって、貫通孔として設けられている。複数の貫通孔は、エネルギ
ー発生素子１２によって発生されるエネルギーを利用してインクを吐出する複数の吐出口
２として用いられ、複数の吐出口が所定のピッチで一列に配列し、吐出口列を構成してい
る。
【００２６】
　記録ヘッド用基板３が有するエネルギー発生素子１２としては、電気熱変換素子（ヒー
ター）や圧電素子（ピエゾ素子）を用いることができる。吐出口列に対向する位置には、
複数のエネルギー発生素子１２が配列されており、複数のエネルギー発生素子１２によっ
て２つの素子列が構成されている。２つの素子列の間の位置には、エネルギー発生素子１
２にインクを供給する液体供給口としてのインク供給口１１が、記録ヘッド用基板３を貫
通して設けられている。インク供給口１１の形態は、同一の記録ヘッド用基板３に１つの
インク供給口が設けられた形態の他、同一の記録ヘッド用基板３に複数のインク供給口が
設けられた形態や、吐出口列に沿って配列された複数の独立供給口を有する形態もある。
【００２７】
　さらに、吐出口形成部材１と記録ヘッド用基板３とが接することで、吐出口形成部材と
記録ヘッド用板との間の空間に、インク供給口と吐出口とを連通させるインク流路１７が
構成されている。本実施形態では、吐出口形成部材の、記録ヘッド用基板に対向する面に
、流路が形成されている。
【００２８】
　また、本実施形態では、吐出口形成部材１のインク流路側に、吐出口の配列方向と同一
方向に延在する梁状突起１０が設けられている。ノズルチップ６には、エネルギー発生素
子１２に電気を供給するための接続端子４が設けられている。
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【００２９】
　図１（ｂ）には、記録ヘッド５の構成の概略を示している。記録ヘッド５には、ノズル
チップ６が接着され、フレキシブル配線基板８を介してコンタクトパッド７からノズルチ
ップ６に電気が供給されてインクを吐出する動作を行う。
【００３０】
　図３に、実施形態における効果について説明するための図を示す。図３（ａ）に示す従
来の構造では、応力による変形が、吐出口の配列方向における吐出口形成部材の中央部に
生じ易い。このため、液滴１３の吐出方向１８が、図３（ｂ）に示すように、エネルギー
発生素子１２の位置で決まる、液滴１３の所望の着弾位置から吐出口形成部材の外周側へ
ずれてしまう。そこで、図３（ｃ）に示すように、実施形態では、吐出口の配列方向に対
する梁状突起１０の中央部で、吐出口の配列方向に直交し、かつ、吐出口形成部材の主面
に平行な方向の幅（以下、単に「幅」と称する）が、両端部よりも大きくされている。こ
れによって、梁状突起の、吐出口の配列方向に直交する断面積が相対的に大きくされ、吐
出口の配列方向における吐出口形成部材の中央部に変形が生じることが抑制され、応力９
もノズルチップ６の全体に分散する。これによって、図３（ｄ）に示すように、液滴１３
をエネルギー発生素子１２の主面に対して垂直な方向に飛ばすことが可能になる。その結
果、液滴１３を所望の位置に着弾させることが可能になる。
【００３１】
　図２に、本実施形態の記録ヘッドの代表的な構造を示す。従来の構造では、吐出口の配
列方向に対して梁状突起１０の幅が均一であるが、本発明では、吐出口の配列方向におけ
る梁状突起の中央部の幅が、両端部よりも大きくされている。梁状突起１０の幅に関して
は、変形が生じる懸念が最も高い、吐出口の配列方向における中央部の幅を最も大きくす
ることが好ましい。
【００３２】
　　（第１の実施形態）
　第１の実施形態の記録ヘッドについて、図４を参照して説明する。ドット密度が６００
ｄｐｉの記録ヘッド用基板３に１つのインク供給口１１が設けられた構成における第１の
実施形態の基本的な構成では、１つのインク供給口１１に対して１つの梁状突起１０が設
けられている。梁状突起１０を有する構成は、梁状突起１０を有していない構成と比較し
て、吐出口形成部材１の体積が増えており、吐出口形成部材１の剛性が高められている。
しかし、梁状突起１０を有する従来の構造は、梁状突起１０の幅が、ノズルチップ全体で
均一にされており、第１の実施形態に示す構造と比較して、吐出口の配列方向における吐
出口形成部材の中央部が、外力に対して脆弱である。
【００３３】
　そこで、図４（ａ）に示す構成は、１つのインク供給口１１に対して１つの梁状突起１
０が設けられた構成において、梁状突起の幅が、吐出口の配列方向における両端部から中
央部に向かって、各吐出口２の配置ピッチに応じて段階的に徐々に大きく形成されている
。梁状突起の幅を、吐出口２のピッチに合わせて段階的に徐々に大きくすることで、補強
効果を付与する吐出口２の領域の精度を高めることが可能になる。また、応力による変形
が最も生じ易い、吐出口の配列方向における梁状突起の中央部の幅を最も大きくすること
で、応力９がノズルチップ６の全体に分散するので、吐出口形成部材１の変形や剥がれの
発生を抑制することができる。吐出口２のピッチに合わせて梁状突起１０の幅を段階的に
徐々に大きくすることによって、吐出口２に対して個々に補強効果を付与することが可能
になる。したがって、吐出口形成部材１の変形に対して更に適切に補強を行うことができ
る。
【００３４】
　図４（ｂ）に示す構造は、１つのインク供給口１１に対して１つの梁状突起１０が設け
られた構成において、梁状突起の幅が、吐出口の配列方向における両端部から中央部に向
かって直線的に変化させて大きくされている。このように、梁状突起の幅が、吐出口の配
列方向における両端部から中央部に向かって直線的に変化させて大きくすることで、梁状
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突起の角部などに集中し易い応力９による変形などに対する懸念を減少させることが可能
である。
【００３５】
　図４（ｃ）に示す構造は、１つのインク供給口１１に対して１つの梁状突起１０が設け
られた構成において、梁状突起の幅が、吐出口の配列方向における梁状突起の中央部で四
角形状に大きく形成されている。吐出口の配列方向における梁状突起の中央部の幅のみを
大きくすることで、補強効果を付与する領域を、吐出口の配列方向における吐出口形成部
材の中央部のみに限定させることが可能である。
【００３６】
　図４（ｄ）に示す構造は、１つのインク供給口１１に対して１つの梁状突起１０が設け
られた構成において、梁状突起の幅が、吐出口の配列方向における両端部から中央部に向
かって、梁状突起の側面が円弧状をなすように大きくされている。このように梁状突起の
幅が、吐出口の配列方向に対して連続的に大きくなるように形成することで、図４（ｂ）
に示した構成と比べて梁状突起に角部が形成されない。このため、応力９に対して、記録
ヘッド用基板と吐出口形成部材との界面を起点とした変形などが生じるおそれを更に減少
させることができる。
【００３７】
　以上に示す構成例は、第１の実施形態の一部であり、容易に思い浮かぶ類似形状につい
ても本発明に包含されることは明らかである。また、本実施形態では、梁状突起１０の幅
について述べているが、梁状突起の幅に限定されるものではなく、梁状突起の断面積を増
やす形態であればよい。インク供給口の開口面に直交する方向（吐出口形成部材の厚み方
向）に対する梁状突起の厚み（以下、単に「厚み」と称する）を吐出口の配列方向におけ
る両端部と中央部で異ならせた構造も本発明に含まれる。すなわち、吐出口の配列方向に
おける梁状突起の中央部の、記録ヘッド用基板に向かって突出する突出量が、吐出口の配
列方向における端部よりも大きくされても同様の効果が得られる。
【００３８】
　　（製造方法）
　上述した各実施形態の記録ヘッドは、記録ヘッド５の一般的な製造方法によって製造す
ることが可能である。以下、その製造方法を説明する。
【００３９】
　まず始めに、エネルギー発生素子１２が形成された記録ヘッド用基板３上に、型材とし
て溶解可能なポジ型感光性樹脂を、スピンコート法を用いて塗布する。そして、型材用露
光マスクを用いて所望のパターンを露光し、現像を行うことによってインク流路１７の型
となる型材を所望の形状に形成する。次に、記録ヘッド用基板３上および型材上に、吐出
口形成部材１を構成するネガ型レジストを塗布する。そして、吐出口用露光マスクを用い
て吐出口２のパターンを露光し、その後、ＰＥＢ（熱処理）、現像を行うことによって吐
出口２を形成する。最後に、型材を除去して、インク流路１７を形成することで、記録ヘ
ッド５が完成する。
【００４０】
　本発明の特徴である梁状突起１０の形状は、上述の製造方法における型材パターニング
によって決定される。すなわち、型材用露光マスクのマスクパターンを実施形態に応じて
適宜変更することで、全ての実施形態を実施することが可能である。
【００４１】
　　（第２の実施形態）
　第２の実施形態について、図５及び図６を参照して説明する。第２の実施形態の基本的
な構成では、ドット密度が６００ｄｐｉの記録ヘッド用基板３に、１つのインク供給口１
１が設けられ、１つのインク供給口１１に対して２つの梁状突起１０が設けられている。
２つの梁状突起１０を有することで、応力９が効果的に吸収されており、第１の実施形態
に示した、１つの梁状突起１０を有する構成に加えて、吐出口形成部材１自体の剥がれを
抑制することもできる。従来の構造では、２つの梁状突起１０のそれぞれが、吐出口の配
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列方向に沿って均一な幅で形成されており、第２の実施形態に示す構造と比較した場合、
吐出口の配列方向における中央部が、配列方向の両端部よりも外力に対して脆弱である。
【００４２】
　そこで、図５（ａ）に示す構成は、１つのインク供給口１１に対して２つの梁状突起１
０が設けられ、吐出口の配列方向における梁状突起１０の両端部から中央部に向かって、
梁状突起１０の幅が、吐出口２のピッチに応じて段階的に徐々に大きくされている。吐出
口２のピッチに合わせて、梁状突起１０の幅を段階的に徐々に大きくすることで、補強効
果を与える領域の精度を高めることが可能になる。
【００４３】
　また、応力による変形が最も生じ易い、吐出口の配列方向における中央部で、梁状突起
１０の幅を最大にすることで、応力９がノズルチップ６の全体に分散されるので、吐出口
形成部材１の変形や剥がれの発生を抑制することが可能になる。吐出口２のピッチに合わ
せて、梁状突起１０の幅を段階的に徐々に大きくすることによって、複数の吐出口２に対
して個々に補強効果を付与することが可能になる。したがって、吐出口形成部材１の変形
に対して、更に適した補強を行うことができる。
【００４４】
　また、２つの梁状突起１０の間には、吐出口の配列方向に沿って直線状の溝が形成され
ており、溝によって応力を吸収できるので、吐出口形成部材１の剥がれを抑制する効果も
ある。
【００４５】
　図５（ｂ）に示す構成は、１つのインク供給口１１に対して２つの梁状突起１０が設け
られた構成において、吐出口の配列方向における両端部から中央部に向かって、梁状突起
１０の幅が、直線的に変化されて、徐々に大きくされている。このように吐出口の配列方
向における両端部から中央部に向かって、直線的に変化させて大きくすることで、応力９
に対して、記録ヘッド用基板と吐出口形成部材の界面を起点とした変形などが生じる懸念
を減少させることが可能である。
【００４６】
　図５（ｃ）に示す構成は、１つのインク供給口１１に対して２つの梁状突起１０が設け
られた構成において、梁状突起１０の幅が、吐出口の配列方向における中央部で、部分的
に四角形状をなすように大きく形成されている。梁状突起１０の幅が、吐出口の配列方向
における中央部だけの大きくされることで、補強効果を付与する領域を、吐出口の配列方
向における中央部のみに限定させることができる。
【００４７】
　図５（ｄ）に示す構成は、１つのインク供給口１１に対して２つの梁状突起１０が設け
られた構成において、梁状突起１０の幅が、吐出口の配列方向における両端部から中央部
に向かって、梁状突起１０の側面が円弧状をなして大きくなるように形成されている。こ
のように吐出口の配列方向に対して、梁状突起の幅が連続的に大きくされることで、図５
（ｂ）に示した構造に比べて、梁状突起に角部が形成されない。このため、応力９に対し
て、記録ヘッド用基板と吐出口形成部材の界面を起点とした変形などの懸念を更に減少さ
せることができる。
【００４８】
　図６（ａ）～（ｄ）に示す構成は、１つのインク供給口１１に対して２つの梁状突起１
０が設けられた構成において、吐出口の配列方向における中央部で、梁状突起１０の幅が
大きされている。加えて、これらの構成では、配列方向における梁状突起１０の端部と、
この端部に最も近い吐出口との間の距離が、２つの梁状突起で等しくされている。このよ
うな形状に２つの梁状突起を形成することで、図５（ａ）～（ｄ）に示す構成の効果に加
え、吐出口２へのインクの流れ方や吐出時の後方抵抗を、全ての吐出口２で揃える効果が
得られるので、更に安定した吐出動作を行うことが可能となる。
【００４９】
　以上に示す各構成例は、第２の実施形態の一部であり、容易に思い浮かぶ類似形状につ
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いても本発明に包含されることは明らかである。また、本実施形態では、梁状突起１０の
幅の大きさについて述べているが、梁状突起の厚みを、吐出口の配列方向における両端部
と中央部で異ならせた構造も本発明に含まれる。
【００５０】
　　（第３の実施形態）
　第３の実施形態について、図７を参照して説明する。第３の実施形態の基本的な構成は
、梁状突起１０と一体に形成され、梁状突起１０から、吐出口２に向かって梁状突起１０
の幅方向へ延ばされ、記録ヘッド用基板３と接する補強リブ１４を有している。これによ
って、記録ヘッド５において、特に吐出口形成部材１の厚み方向に掛かる応力９に対して
、吐出口形成部材１の剛性を高めることができる。
【００５１】
　一方、従来の構造では、補強リブ１４は、吐出口の配列方向に対して一定のピッチで均
一の長さになるように配置されている。補強リブ１４が配置されない吐出口には、インク
の流れ込み方や吐出時の後方抵抗が一定となるように、吐出口からの距離が等しい位置に
ノズルフィルターが設けられている。これらの構造では、吐出口の配列方向における中央
部に変形を生じさせる応力９に対して脆弱である。
【００５２】
　図７（ａ）に示す構成は、吐出口の配列方向における中央部の補強リブ１４の長さを、
両端部の補強リブに比べて長くした構成例を示した図である。このような構造にすること
で、吐出口の配列方向で最も変形し易い、吐出口の配列方向における梁状突起の中央部の
幅を大きくしたものと同様の効果があり、吐出口形成部材１の局所的な変形を抑制するこ
とが可能になる。
【００５３】
　図７（ｂ）に示す構成は、吐出口の配列方向における中央部の補強リブ１４の幅（太さ
）が、両端部の補強リブの幅に比べて大きくされた構成例を示した図である。記録ヘッド
用基板３に接触している補強リブ１４の幅を大きくすることで、吐出口の配列方向におい
て最も変形し易い、吐出口の配列方向における中央部の剛性が、図７（ａ）に示した構成
よりも更に高められており、局所的な変形を更に抑制することができる。
【００５４】
　図７（ｃ）に示す構成は、吐出口の配列方向における中央部に設けられる補強リブ１４
のピッチが、両端部に設けられる補強リブのピッチに比べて、小さくされている。吐出口
の配列方向における吐出口形成部材の中央部で、吐出口のピッチ当たりに占める複数の補
強リブ１４の体積を大きくすることで剛性が高められ、吐出口形成部材の変形を抑制する
効果に加え、吐出特性に作用する吐出時の後方抵抗を揃えることができる。その結果、更
に安定した液滴の吐出動作が可能になる。
【００５５】
　以上に示した構成例は、第３の実施形態の一部であり、容易に思い浮かぶ類似形状につ
いても本発明に包含されることは明らかである。また、第３の実施形態では、補強リブ１
４の２次元形状について述べたが、吐出口形成部材の厚み方向に対する補強リブの厚み（
突出量）を、吐出口の配列方向における両端部と中央部で異ならせた構造も本発明に含ま
れる。
【００５６】
　　（第４の実施形態）
　第４の実施形態について、図８を参照して説明する。記録速度の高速化・高精細化する
ためには、ドット密度を１２００ｄｐｉへ高密度化する必要がある。しかしながら、吐出
口２を高密度化することによって、流路を構成する流路壁の断面積が減少し、応力９に対
する剛性が低くなっており、吐出口形成部材の変形や剥がれが生じ易い状態となっている
。従来の構造では、２つの梁状突起１０が、ドット密度にかかわらずにそれぞれ均一な幅
に形成されており、流路壁の断面積が減少している１２００ｄｐｉの吐出口列は、第４の
実施形態に示す構造と比較した場合、応力９に対して更に脆弱である。
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【００５７】
　図８（ａ）に示す構成は、ドット密度が１２００ｄｐｉの記録ヘッド用基板３に、１つ
のインク供給口１１が設けられた構成において、第１の実施形態と同じ思想を適用したも
のである。梁状突起の幅が、吐出口２のピッチに対応して段階的に大きく形成されること
で、高密度化した場合でも、所望の補強効果を与える対象となる吐出口２の領域の精度を
高めることが可能である。また、応力９による変形が最も生じ易い、吐出口の配列方向に
おける吐出口形成部材の中央部で、梁状突起の幅が最も大きくされることで、応力９がノ
ズルチップ６の全体に分散されるので、吐出口形成部材１の変形や剥がれの発生を抑制す
ることが可能になる。吐出口２のピッチに合わせて、梁状突起１０の幅が、段階的に徐々
に大きくなるように形成することで、吐出口２に対して個々に補強効果を付与することが
可能になる。したがって、ドット密度が高密度化された場合であっても、吐出口２のピッ
チに応じて、より一層細かくすることで吐出口形成部材１の変形に対して適した補強を行
うことができる。
【００５８】
　図８（ｂ）に示す構成は、ドット密度が１２００ｄｐｉの記録ヘッド用基板３に、１つ
のインク供給口１１が設けられた構成において、第３の実施形態と同じ思想を適用したも
のである。吐出口２のピッチは、第１の実施形態よりも狭くされており、吐出口の配列方
向における両端部から中央部に向かって、補強リブのピッチを吐出口２のピッチに対応さ
せて、より一層細かくしている。また、吐出口の配列方向における梁状突起の両端部に比
べて中央部の補強リブ１４の長さを長くしており、応力９によって吐出口の配列方向にお
ける吐出口形成部材の中央部に変形が生じることを抑制することができる。このように、
第４の実施形態を適用することで、ドット密度が高密度化された構成であっても、同様に
補強効果を付与することができる。
【００５９】
　以上に示した構成例は、第４の実施形態の一部であり、容易に思い浮かぶ類似形状につ
いても本発明に包含されることは明らかである。また、本実施形態では、梁状突起１０の
幅や補強リブ１４の体積について述べているが、梁状突起の厚みや補強リブの厚みを、吐
出口の配列方向における両端部と中央部とで異ならせた構造も本発明に含まれる。
【００６０】
　　（第５の実施形態）
　第５の実施形態について、図９（ａ）～（ｆ）を参照して説明する。所望の記録パター
ンに対して高密度で記録を行う場合には小液滴を、文字などの荒いパターンを高速で記録
を行う場合には、相対的に大液滴を吐出することがある。このような場合、インク供給口
１１の一方側（図中左側）の吐出口列と、他方側（図中右側）の吐出口列とで、ドット密
度を異ならせる場合がある。ドット密度が１２００ｄｐｉ側の吐出口列は、ドット密度が
６００ｄｐｉの吐出口列に比べて流路壁の断面積が小さく、応力９に対する剛性が弱いの
で、剥がれなどが発生する要因となってしまう。従来の構造では、梁状突起１０の幅が、
吐出口の配列方向に対して均一であり、高密度化に伴って流路壁の断面積が減少している
ので、第２の実施形態に示す構成と比較して、特に１２００ｄｐｉ側の吐出口列が外力に
対して脆弱である。
【００６１】
　図９（ａ）、（ｂ）に示す構成は、１つのインク供給口１１に対して１つの梁状突起１
０が設けられた構成において、吐出口の配列方向における梁状突起の中央部の一方の側面
側のみが大きく形成されている。また、この構成では、梁状突起１０の中央部の他方の側
面側が、吐出口の配列方向に対して直線状に形成される。または、吐出口の配列方向にお
ける梁状突起の中央部を端部よりも増やす体積が、高密度側（１２００ｄｐｉ側）の吐出
口列に臨む一方の側面側に形成される段差状部分の体積よりも小さく形成されている。梁
状突起１０の体積を、２列の吐出口列のそれぞれで異ならせることで、吐出口形成部材１
の剛性と応力９との関係のバランスを良好に保つことが可能になる。その結果、吐出口形
成部材１の変形や剥がれを抑制することが可能になる。これにより、２列の吐出口列のそ
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れぞれでドット密度が異なる場合においても、所望の位置に液滴１３を安定的に着弾させ
ることが可能になる。
【００６２】
　図９（ｃ）、（ｄ）に示す構成は、１つのインク供給口１１に対して２つの梁状突起１
０が設けられた構成において、吐出口の配列方向における梁状突起の中央部の一方の側面
側のみが大きく形成されている。また、この構成では、梁状突起１０の他方の側面側が、
吐出口の配列方向に対して直線状に形成される。または、吐出口の配列方向における梁状
突起の中央部の一方の側面側の体積を、他方の側面側よりも増やす体積が、高密度側の吐
出口に対応する梁状突起が有する段差状部分の体積よりも小さく形成されている。
【００６３】
　この構成は、図９（ａ）、（ｂ）に示した構成で述べた効果に加えて、梁状突起１０に
、吐出口の配列方向に沿って直線状の溝が形成されることで、溝によって吐出口形成部材
１の剥がれも抑えることが可能になる。これにより、２列の吐出口列のそれぞれでドット
密度が異なる場合においても、所望の位置に液滴１３を安定的に着弾させることができる
ようになる。
【００６４】
　図９（ｅ）、（ｆ）に示す構成は、補強リブ１４を有する構成において、相対的に高密
度な吐出口列の側の補強リブ１４の長さ、断面積、ピッチのいずれかを異ならせた構造を
用い、他方には通常通り補強リブ１４を一定のピッチで配置した構成である。このように
梁状突起の、高密度側の側面のみに本発明が適用され、他方側の側面には従来の構造と同
様に直線状に形成されている。これによって、２列の吐出口列のそれぞれでドット密度が
異なる場合においても、吐出口形成部材１の変形を抑制し、液滴１３を所望の位置に安定
的に着弾させることが可能になる。
【００６５】
　以上に示した構成例は、第５の実施形態の一部であり、容易に思い浮かぶ類似形状につ
いても本発明に包含されることは明らかである。また、本実施形態では、梁状突起１０の
幅や補強リブ１４の体積について述べているが、吐出口形成部材の厚み方向に対する梁状
突起や補強リブの厚み（突出量）を、吐出口の配列方向における両端部と中央部とで異な
らせた構造も本発明に含まれる。
【００６６】
　　（第６の実施形態）
　第６の実施形態について、図１０（ａ）～（ｅ）を参照して説明する。本実施形態は、
吐出動作の高速化と吐出安定化を図ることを目的として、吐出口の配列方向に沿って配列
された複数の独立インク供給口１５を有している。複数の独立インク供給口１５を有する
記録ヘッドは、吐出口２に対して両側からインクが流れ込む構成となっており、液滴１３
の着弾位置の精度を向上させたり、インクの充填速度を向上させたりすることができる。
このような構成は、インク供給口１１を有する構成に比べた場合、記録ヘッド５の全域で
吐出口形成部材１の体積差が殆どないが、ノズルチップの形状に起因して、吐出口の配列
方向における吐出口形成部材の中央部に、更に大きな応力がかかる場合が有る。この場合
、吐出口の配列方向における吐出口形成部材の中央部に変形が生じて、記録品位が低下す
る懸念がある。図１０（ｃ）に、図１０（ａ）におけるｃ－ｃ’線に沿った断面図を示す
。各独立インク供給口１５の間には、吐出口の配列方向に沿って配列された複数の柱状突
起の横断面積（太さ）が一定にされており、柱状突起が記録ヘッド用基板３と接すること
で吐出口形成部材自体を補強する効果が得られる。
【００６７】
　そこで、図１０（ａ）、（ｂ）に示す構成では、吐出口２のピッチに合わせて柱状突起
の横断面積が、吐出口の配列方向における一端部から中央部に向かって徐々に大きくされ
ている。これによって、吐出口の配列方向における吐出口形成部材の中央部の剛性を高め
て、補強効果を付与することができる。したがって、補強効果を付与する吐出口２の個数
や、効果を付与する領域を明確化することが可能であり、吐出口の配列方向における吐出
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口形成部材の中央部の変形に対して、柱状突起の横断面積や長さを任意に選択することが
できる。その結果、吐出口形成部材１の全面での変形を抑制することが可能である。
【００６８】
　また、図１０（ｄ）、（ｅ）に示す構成では、ノズルチップの最外周側の独立インク供
給口列のみ、柱状突起１６の横断面積が相対的に大きくされている。この構成は、ノズル
チップの吐出口の配列方向に直交する、吐出口形成部材の外周部に変形が生じる懸念が高
いときに有効であり、ノズルチップ６内の全域で変形を抑制することが可能である。
【００６９】
　これらのように、吐出口形成部材１及び吐出口２の変形を抑制することで、高品位な記
録動作を行うことが可能になる。
【００７０】
　以上に示した構成例は、第６の実施形態の一部であり、容易に思い浮かぶ類似形状につ
いても本発明に包含されることは明らかである。また、本実施形態では、柱状突起１６の
横断面積について述べているが、吐出口形成部材の厚み方向に対する厚み（突出量）を、
吐出口の配列方向における両端部に配された柱状突起と、中央部に配された柱状突起とで
異ならせた構造も本発明に含まれる。
【００７１】
　　（第７の実施形態）
　第７の実施形態について、図１１（ａ）～（ｆ）を参照して説明する。第７の実施形態
の基本的な構成は、同一の記録ヘッド５に複数のインク供給口１１が設けられている構成
であり、各インク供給口１１に対向するようにそれぞれ梁状突起１０または補強リブ１４
を有する構造としている。
【００７２】
　吐出口形成部材の中央側のインク供給口１１に比べて、中央を挟んで両側（以下、単に
両側と称する）に配された各インク供給口に変形が生じ易い。このため、図１１（ａ）～
（ｆ）に示す構成のうち、図１１（ａ）、（ｂ）に示す構成は、両側の各インク供給口に
、第１の実施形態と同じ思想を適用した構成である。記録ヘッド用基板の中央側のインク
供給口の列に比べて外側のインク供給口の列に応力９が集中して変形が生じ易い場合があ
る。この場合には、中央側のインク供給口の列には通常の１つの梁状突起を付与し、両側
の各インク供給口には、第１の実施形態と同じ思想で梁状突起を付与することができる。
これにより、同一の記録ヘッド５に複数のインク供給口１１が設けられた構成であっても
、吐出口形成部材１に変形が生じにくくなる。その結果、記録ヘッドは、高品位な記録動
作を保つことが可能になる。
【００７３】
　図１１（ｃ）、（ｄ）に示す構成は、記録ヘッド用基板の中央側のインク供給口の列に
比べて、変形が生じ易い両側の各インク供給口の列に、第２の実施形態と同じ思想を適用
した構成である。中央側のインク供給口の列に比べて、両側の各インク供給口の列に応力
９が集中して変形が生じ易い場合がある。この場合には、中央側のインク供給口の列には
、幅が均一な梁状突起を配置し、両側の各インク供給口の列には、第２の実施形態の思想
と同じ思想を適用した梁状突起を付与することができる。これにより、複数のインク供給
口１１が設けられた構成であっても、ノズルチップ６の全域で吐出口形成部材１に変形が
生じにくくなり、吐出口形成部材１の剥がれを抑制することができる。その結果、高品位
な記録動作を保つことが可能になる。
【００７４】
　図１１（ｅ）、（ｆ）に示す構成は、記録ヘッド用基板の中央側のインク供給口に比べ
て、変形が生じ易い両側の各インク供給口に、第３の実施形態と同じ思想を組み込んだ構
成である。中央側のインク供給口に比べて両側の各インク供給口に応力９が集中し変形が
生じ易い場合、中央側のインク供給口には、従来の構造の補強リブ１４を配置し、外側の
インク供給口列には、第３の実施形態と同じ思想で組み込んだ補強リブ１４を設けること
ができる。これにより、複数のインク供給口１１が設けられた構成であっても、ノズルチ
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用いることで、複数のインク供給口１１を備える構成においても、液滴１３を所望の位置
に安定的に着弾させることが可能になり、高品位な記録動作を保つことが可能になる。
【００７５】
　以上に示した構成例は、第７の実施形態の一部であり、本発明に記載されている構造の
組合せを変えた構成などを含めて容易に思い浮かぶ類似形状についても本発明に包含され
ることは明らかである。また、本実施形態では、梁状突起１０の幅や補強リブ１４の体積
について述べているが、吐出口形成部材の厚み方向に対する梁状突起や補強リブの厚み（
突出量）を、吐出口の配列方向における両端部と中央部とで異ならせた構造も本発明に含
まれる。
【００７６】
　図示しないが、１つの吐出口形成部材において、梁状突起から延びる補強リブと、柱状
突起とを、必要に応じて組み合わせて用いられてもよい。
【符号の説明】
【００７７】
　　　１　吐出口形成部材
　　　２　吐出口
　　　３　記録ヘッド用基板
　　　５　記録ヘッド
　　１０　梁状突起
　　１１　インク供給口（液体供給口）
　　１２　エネルギー発生素子
　　１４　補強リブ

【図１】 【図２】

【図３】



(16) JP 6202869 B2 2017.9.27

【図４】 【図５】
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